
 

令和４年度高齢者施設等の感染症対策設備整備推進事業補助金交付要綱 
 

                                                           

 

令和４年６月２７日 

４福保高施第５８０号                               

 

（通則） 

第 1 条 高齢者施設等の感染症対策設備整備推進事業補助金（以下「補助金」という。）は、東京都地域

医療介護総合確保基金事業（介護分）実施要綱（平成２７年１０月２７日付２７福保高計第３３６号。

以下「実施要綱」という。）５（１）サ（ア）、（イ）及び（ウ）に基づき実施する事業に係る経費の一

部を予算の範囲内において交付するものとし、その交付に関しては、地域医療介護総合確保基金管理

運営要領（平成２６年９月１２日付厚生労働省医政発０９１２第５号・老発０９１２第１号・保発０

９１２第２号の別紙）及び東京都補助金等交付規則（昭和３７年東京都規則第１４１号）に定めるも

ののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（目的） 

第２条 この補助金は、高齢者施設等における新型コロナウイルス感染症等の感染拡大を防止する観点

から、簡易陰圧装置の設置、ゾーニング環境等の整備、多床室の個室化に係る費用を支援することを

目的とする。 

 

（補助対象事業） 

第３条 この補助金の対象となる事業は、次の各号に掲げる事業とする。 

１ 介護施設等における簡易陰圧装置の設置に係る経費支援事業 

別表１に定める対象施設等において、居室等に簡易陰圧装置を設置又は簡易陰圧装置を据えると

ともに簡易的なダクト工事等を行う事業 

 

２ 介護施設等における感染拡大防止のためのゾーニング環境等の整備に係る経費支援事業 

（１）ユニット型施設の各ユニットへの玄関室設置によるゾーニング経費支援 

別表１に定める対象施設のうち、ユニット型である介護施設等において、各ユニットの共同生

活室の入口に玄関室を設置する等により、消毒や防護服の着脱等を行うためのスペースを設置す

るための事業 

（２）従来型個室・多床室のゾーニング経費支援 

別表１に定める対象施設のうち、従来型個室又は多床室である介護施設等において、感染症が

発生した際に感染者と非感染者の動線を分離することを目的として従来型個室・多床室の改修を

行う事業 

（３）家族面会室の整備等経費支援 

別表１に定める対象施設において、感染症の感染拡大を防止しつつ家族との面会を実施するた

めに必要な家族面会室を整備（２方向から出入りできる家族面会室の設置の他、家族面会室の複

数設置や拡張、家族面会室における簡易陰圧装置・換気設備の設置、家族面会室の入口に消毒等

を行う玄関室の設置、家族面会室がない場合の新規整備等）するための事業 

 ３ 介護施設等における多床室の個室化に要する改修費支援事業 

別表２に定める対象施設において、感染が疑われる利用者同士のスペースを空間的に分離できる

よう、多床室を個室化するための改修を行う事業 

なお、可動式の壁により分離することは認めるが、天井から隙間が空くことは認められないもの

とする。 

 

（暴力団等の排除） 

第４条 次に掲げる団体は、この要綱に基づく補助金の交付の対象としない。 

１ 暴力団（東京都暴力団排除条例（平成２３年東京都条例第５４号。以下「暴排条例」とい

う。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

２ 法人その他の団体の代表者、役員又は使用人その他の従業者若しくは構成員に暴力団員等（暴



力団並びに暴排条例第２条第３号に規定する暴力団員及び同条第４号に規定する暴力団関係者を

いう。）に該当する者があるもの 

 

（補助対象経費） 

第５条 この補助金は、第３条に定める補助対象事業に係る別表３の第３欄に記載する経費を対象経費

とする。 

 

（補助金交付額） 

第６条 この補助金は、別表３の第１欄に定める区分ごとに、第３欄に定める対象経費の実支出額の合

計から寄附金その他収入額（社会福祉法人にあっては、寄附金収入額を除く。）を控除した額と、第２

欄に定める補助基準額とを比較して少ない方の額に、第４欄に定める補助率を乗じて得た額を交付額

とする。ただし、算出された額に 1,000 円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てる。 

    

（交付申請） 

第７条 補助金の交付申請は、第３条に定める補助対象事業を行う者（以下「補助事業者」という。）が、

別記第１号様式に関係書類を添えて、別に定める期日までに東京都知事（以下「知事」という。）に提

出して行うものとする。 

 

（交付決定） 

第８条 知事は、交付申請のあった事業について適当と認める場合は、第 11 条に定める条件を付して

補助金の交付を決定し、補助事業者に通知する。 

 

（交付時期） 

第９条 この補助金は、第 11条第６項に定める額の確定後、第 10 条の請求を受けて交付する。 

 

（請求） 

第 10 条 補助事業者は、交付決定を受けた補助金を請求するときは、請求書（別記第３号様式）を知事

に提出しなければならない。 

 

（補助条件） 

第 11 条 この補助金は、次に掲げる事項を条件として交付する。 

１ 事情変更による決定の取消し等 

この補助金の交付の決定後、事情の変更により特別の必要が生じたときは、知事は、補助事業者に

対し、この決定の全部若しくは一部を取り消し、又はこの決定の内容若しくはこれに付した条件を変

更することがある。ただし、補助事業のうち既に経過した期間に係る部分についてはこの限りでない。 

２ 承認事項 

次のアからウまでのいずれかに該当するときは、補助事業者はあらかじめ知事の承認を受けなけれ

ばならない。ただし、ア又はイに掲げる事項のうち軽微なものについてはこの限りでない。 

ア 事業に要する経費の配分を変更しようとするとき。 

イ 事業の内容を変更しようとするとき。 

ウ 事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

３ 事故報告 

補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合

は、速やかにその理由及び遂行の見通しその他必要な事項を書面により知事に報告し、その指示を受

けなければならない。 

４ 補助事業の遂行命令 

ア ３による報告、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 221 条第２項の規定による調査等により、

補助事業が補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に従って遂行されていないと認められ

るときは、知事は、補助事業者に対し、これらに従って補助事業を遂行すべきことを命じることが

ある。 

イ 補助事業者が、アの命令に違反したときは、知事は、補助事業者に対し、補助事業の一時停止を

命じることがある。 

５ 実績報告 



補助事業者は、補助事業が完了したとき、補助事業が予定の期間内に完了しないまま補助金の交付

の決定に係る会計年度が終了したとき、又は補助事業の廃止の承認を受けたときは、別に指定する期

日までに、速やかに別記第２号様式に、必要な書類を添付して知事に提出しなければならない。 

６ 補助金の額の確定 

知事は、５の実績報告の審査及び必要に応じて行う現地調査等によって、補助事業の成果が補助金

の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合すると認め

たときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に通知する。 

７ 是正のための措置 

ア 知事は、６の調査の結果、補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に

適合しないと認められるときは、補助事業につき、これに適合させるための処置を取るべきことを

補助事業者に命じることがある。 

イ ５の実績報告は、アの命令により必要な処置をした場合においてもこれを行わなければならない。 

８ 決定の取消し 

ア 知事は、補助事業者が次の（ア）から（オ）までのいずれかに該当したときは、補助金の交付の

決定の全部又は一部を取り消すことがある。 

(ア) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

(イ) 補助金を他の用途に使用したとき。 

(ウ) 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件その他法令に基づく命令に違反したとき。 

（エ） 補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産等については、間接補助事業者が 12 に反

して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保権を設定する等を行ったため、交付目的が達

成されないことが明らかになったとき。 

（オ） 交付決定を受けた者（法人その他の団体にあっては、代表者、役員又は使用人その他の従業者

若しくは構成員を含む。）が、暴力団員等に該当するに至ったとき。 

イ アの規定は、６により交付すべき補助金の額を確定した後においても適用する。 

９ 補助金の返還 

ア 知事は、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消した場合において、補助事業の当該取消し

に係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、補助事業者に対し、期限を定めてその返

還を命じるものとする。 

イ ６より交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補助金が交付されて

いるときもまた同様とする。 

10 違約加算金及び延滞金 

ア 補助事業者は、８により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消され、その返還を命ぜられ

たときは、その命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（そ

の一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納付額を控除した額）につき年 10．95

パーセントの割合で計算した違約加算金（100 円未満の場合を除く。）を納付しなければならない。 

イ 補助事業者は、補助金の返還を命ぜられた場合において、これを納期日までに納付しなかったと

きは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納額につき年 10．95 パーセントの割合

で計算した延滞金（100 円未満の場合を除く。）を納付しなければならない。 

11 他の補助金等の一時停止等 

補助事業者が、補助金の返還を命ぜられたにもかかわらず、当該補助金、違約加算金又は延滞金の

全部又は一部を納付しない場合において、他に同種の事務又は事業について交付すべき補助金等があ

るときは、知事は、相当の限度においてその交付を一時停止し、又は当該補助金等と未納付額とを相

殺するものとする。 

12 財産処分の制限 

補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに補助事業により取得し、

又は効用の増加した価格が50万円以上（事業者が地方公共団体以外の者の場合は30万円以上）の機

械、器具及びその他財産については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年３月３

１日付大蔵省令第１５号）で定める耐用年数を経過するまで、知事の承認を受けないで、当該事業

の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し、又は廃棄してはなら

ない。 

13 財産処分等に伴う収入の納付 

補助事業者が知事の承認を受けて 12 の規定による財産を処分し、当該処分により収入があった場

合には、知事は、この収入の全部又は一部を納付させることがある。 



14 財産管理 

補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、台帳の管理及び物品

への表示等、事業の完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともにその効率的な運

用を図らなければならない。 

15 補助金調書の作成 

補助事業者は、この補助金と補助事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした調書を作成し、

これを事業完了後５年間保存しておかなければならない。 

16 帳簿の整理 

補助事業者は、事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について証

拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を事業完了の日（都補助事業の中止又は廃止の承認を

受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保存しておかなければならない。 

17 消費税等に係る税額控除の報告 

補助事業者は、補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地

方消費税に係る仕入税額控除が確定した場合（仕入控除税額が０円の場合を含む。）は速やかに報告

することとし、遅くとも補助事業完了日の属する年度の翌々年度６月 30 日までに別記第４号様式に

より、知事に報告しなければならない。 

なお、事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支所等）であって、自ら消

費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、本所等）で消費税及び地方消費税の申告を行

っている場合は、本部の課税売上割合等の申告内容基づき報告を行うこととする。 

また、この補助金に係る仕入控除税額があることが確定した場合には、当該仕入控除税額を東京都

に返還しなければならない。 

18 寄附金収入の制限 

事業を行うために締結する契約の相手方及びその関係者から、寄附金等の資金提供を受けてはなら

ない。ただし、共同募金会に対してなされた指定寄附金を除く。 

19 事業実施のための契約手続 

補助事業者が事業を行うために締結する契約については、一般競争入札に付するなど、原則として

東京都が行う契約手続の取扱いに準拠しなければならない。 

20 その他 

この要綱に定める条件に違反した場合には、この補助金の全部又は一部を都に納付させることがあ

る。 

 
 

  附 則 

この要綱は、施行日から適用する。 

                      

 

 

  



（別表１）対象施設（簡易陰圧装置の設置に係る経費支援事業及び感染拡大防止のためのゾーニング環

境等の整備に係る経費支援事業） 

対象施設等 補助対象事業者 

広域型施設等（定員３０人以上の施設等） 

左記の施設等を

設置又は運営す

る者 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ 特別養護老人ホーム及び併設される短期入所生活介護事業所（※１） 

ｂ 介護老人保健施設 

ｃ 介護医療院 

ｄ 介護療養型医療施設 

ｅ 養護老人ホーム 

ｆ 軽費老人ホーム 

ｇ 有料老人ホーム 

ｈ サービス付き高齢者向け住宅（※２） 

ｉ 短期入所生活介護事業所（a及びｋに該当するものを除く。） 

ｊ 短期入所療養介護事業所 

地域密着型施設等（定員２９人以下の施設等） 

区市町村 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｋ 
地域密着型特別養護老人ホーム及び併設される短期入所生活介護事業所 
（※１） 

ｌ 介護老人保健施設 

ｍ 介護医療院 

ｎ 介護療養型医療施設 

ｏ 軽費老人ホーム 

ｐ 有料老人ホーム 

ｑ 
サービス付き高齢者向け住宅（特定施設入居者生活介護の指定を受けるも

の） 

ｒ 短期入所生活介護事業所（a及びｋに該当するものを除く。） 

ｓ 短期入所療養介護事業所 

ｔ 認知症高齢者グループホーム 

ｕ 小規模多機能型居宅介護事業所 

ｖ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

ｗ 生活支援ハウス 

 ※１ 併設される短期入所生活介護事業所は、定員に関わらない。 

 ※２ 特定施設入居者生活介護の指定を受けていないものは、定員に関わらない。 

 

  



（別表２）対象施設（多床室の個室化に要する改修費支援事業） 

対象施設等 補助対象事業者 

広域型施設等（定員３０人以上の施設等） 

左記の施設等を

設置又は運営す

る者 

 

 

 

 

 

 

 

 

a 特別養護老人ホーム及び併設される短期入所生活介護事業所（※１） 

b 介護老人保健施設 

c 介護医療院 

ｄ 養護老人ホーム 

ｅ 軽費老人ホーム 

ｆ 有料老人ホーム 

ｇ 短期入所生活介護事業所（a及び hに該当するものを除く。） 

地域密着型施設等（定員２９人以下の施設等） 

区市町村 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

h 
地域密着型特別養護老人ホーム及び併設される短期入所生活介護事業所 
（※１） 

i 介護老人保健施設 

j 介護医療院 

k 軽費老人ホーム 

l 有料老人ホーム 

m 短期入所生活介護事業所（a及び hに該当するものを除く。） 

n 認知症高齢者グループホーム 

o 小規模多機能型居宅介護事業所 

ｐ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

ｑ 生活支援ハウス 

 ※１ 併設される短期入所生活介護事業所は、定員に関わらない。 

 

  



（別表３） 

１ 区分 ２ 補助基準額 ３ 対象経費 ４ 補助率 

簡易陰圧装置の設置に係る経

費支援事業 

簡易陰圧装置１

台につき 

4,320 千円 
（※１） 

簡易陰圧装置を設置するために

必要な備品購入費、工事費又は工

事請負費及び工事事務費（※２）。 

ただし、別の負担（補助）金等に

おいて別途補助対象とする費用を

除き、工事費又は工事請負費には、

これと同等と認められる委託費及

び分担金及び適当と認められる購

入費等を含む。 

なお、別表１のｋからｗまでの

地域密着型施設等については、間

接補助事業者への補助等により区

市町村が負担した額を上限とす

る。 

10 分の 10 

感染拡大

防止のた

めのゾー

ニング環

境等の整

備に係る

経費支援

事業 

ユニット型施設の

各ユニットへの玄

関室設置によるゾ

ーニング経費支援 

１か所につき 

1,000 千円 

感染拡大防止のためのゾーニン

グ環境等を整備するために必要な

備品購入費、工事費又は工事請負

費及び工事事務費（※２）。  

ただし、別の負担（補助）金等

において別途補助対象とする費用

を除き、工事費又は工事請負費に

は、これと同等と認められる委託

費及び分担金及び適当と認められ

る購入費等を含む。  

なお、別表１のｋからｗまでの

地域密着型施設等については、間

接補助事業者への補助等により区

市町村が負担した額を上限とす

る。 

10 分の 10 

従来型個室・多床室

のゾーニング経費

支援 

１か所につき 

6,000 千円 

家族面会室の整備

等経費支援 

1施設・事業所に

つき 

3,500 千円 

多床室の個室化に要する改修

費支援事業 

個室化を行う 

１床につき 

978 千円 

多床室の個室化に必要な工事費

又は工事請負費及び工事事務費

（※２）｡ 

ただし、別の負担（補助）金等に

おいて別途補助対象とする費用を

除き、工事費又は工事請負費には、

これと同等と認められる委託費、

分担金及び適当と認められる購入

費等を含む。 

なお、別表２のｈからｑまでの

地域密着型施設等については、間

接補助事業者への補助等により区

市町村が負担した額を上限とす

る。 

10 分の 10 

 ※１ 簡易陰圧装置の台数は、原則として、居室（小規模多機能型居宅介護事業所及び看護小規模多

機能型居宅介護事業所においては宿泊室）、静養室又は医務室 1 室につき 1 台、かつ施設等の定

員数を限度とする。 

※２ 工事事務費は、工事施工のため直接必要な事務に要する費用であって、旅費、消耗品費、通信

運搬費、印刷製本費及び設計監督料等をいい、その額は、工事費又は工事請負費の２．６％に相

当する額を限度額とする。なお、工事費又は工事請負費に備品購入費に相当する額が含まれる場

合は、その額を控除して算定するものとする。 


